
業種別労働災害発生状況

〇令和５年速報値

令和６年４月厚生労働省

下関労働基準監督署からのお知らせ

下関労働基準監督署管内において令和５年（１月から12月まで）に発生した労働災害は、死亡１人、
休業265人の合計266人となっており、前年と比較して死亡災害は１人減りましたが、死傷災害とし
ては、３人増加しました。
製造業は、前年と比較して21人増加しました。事故の内訳として「はさまれ・巻き込まれ」、「切

れ・こすれ」災害が増加しました。
建設業は、前年と比較して14人減少しました。特に建設業の重点災害である「墜落・転落」災害は、

５人減少しました。
運輸交通業は、前年と比較して12人増加しました。事故の内訳として「墜落・転落」災害が６人増

加しました。
事故の型で最も多いのは、「転倒」災害で56人。そのうち35人は、第三次産業で発生しました。

下関労働基準監督署

令和５年速報値

死 亡 休業 災害 合 計 構 成 比 ※ 占 有 率

1 (2) 265 266 100.0% +3 56 56 100.0% 21.1%

80 80 30.1% +21 14 14 25.0% 17.5%

±0

(1) 17 17 6.4% -14 2 2 3.6% 11.8%

31 31 11.7% +12 3 3 5.4% 9.7%

2 2 0.8% +2

7 7 2.6% +1 2 2 3.6% 28.6%

±0

1 (1) 128 129 48.5% -19 35 35 62.5% 27.1%
小 売 業 30 30 11.3% -11 9 9 16.1% 30.0%
社 会 福 祉 施 設 1 31 32 12.0% ±0 3 3 5.4% 9.4%
飲 食 店 11 11 4.1% -1 5 5 8.9% 45.5%
そ の 他 の 第 三 次 産 業 (1) 56 56 21.1% -7 18 18 32.1% 32.1%

※端数処理上、合計値が100%にならないことがある。 労働者死傷病報告による
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新型コロナウイルス感染症

り患による労働災害を除く。



〇令和６年３月末現在

下関労働基準監督署管内において、令和６年３月末までに発生した労働災害は50人で、前年と

比較して死亡災害は発生していませんが、５人増加しました。
製造業は、15人と前年と比較して２人増加しました。事故の型は「転倒」災害が３人増加しま

した。
建設業は、９人と前年と比較して４人増加しました。事故の型は、「墜落・転落」、「はさま

れ・巻き込まれ」が２人ずつ増加しました。
小売業は６人と前年と比較して３人増加しました。事故の型は半分が「転倒」により労働災害

を発生させています。

下関労働基準監督署

令和６年３月末現在

死 亡 休業 災害 合 計 構 成 比 ※ 占 有 率

(1) 50 50 100.0% +5 16 16 100.0% 32.0%

15 15 30.0% +2 3 3 18.8% 20.0%

±0

9 9 18.0% +4

5 5 10.0% ±0 3 3 18.8% 60.0%

±0

-3

±0

(1) 21 21 42.0% +2 10 10 62.5% 47.6%
小 売 業 6 6 12.0% +3 3 3 18.8% 50.0%
社 会 福 祉 施 設 3 3 6.0% -1 2 2 12.5% 66.7%
飲 食 店 -3
そ の 他 の 第 三 次 産 業 (1) 12 12 24.0% +3 5 5 31.3% 41.7%

※端数処理上、合計値が100%にならないことがある。 労働者死傷病報告による
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新型コロナウイルス感染症

り患による労働災害を除く。



全体目標②
休業４日以上の労働災害について

休業4日以上の休業者数を2027年までに2022年と比較して、5％減少させる。

※死亡者数及び休業4日以上の休業者数は、新型コロナウイルス感染症を除く。

第14次労働災害防止計画における目標と実績

計画の期間：令和５年度から令和９年度まで

全体目標
①

死亡災害について
2027年までに0人とする。
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令和５年発生転倒災害 年齢構成

下関労働基準監督署管内で過去３年間に発生した労働災害のうち、最も多かったの
は「転倒」災害で、労働災害全体の約２割から３割に及びます。
転倒災害の年齢構成においても、50歳以上が全体の４分の３を超えています。
あらためて、転倒災害防止措置の徹底をお願いします。

全国統計

下関署統計


